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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期

会計期間

自　平成18年
　　９月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　９月１日
至　平成20年
　　２月29日

自　平成20年
　　９月１日
至　平成21年
　　２月28日

自　平成18年
　　９月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成19年
　　９月１日
至　平成20年
　　８月31日

売上高 (千円) 940,848 132,697 116,4701,152,220297,528

経常損失 (千円) 288,309 160,024 127,803 524,073 318,012

中間(当期)純利益 (千円) 2,228,051233,1412,775,9832,131,20480,196

純資産額 (千円) △3,495,371△3,478,902△865,971△3,712,113△3,628,964

総資産額 (千円) 842,255 364,375 258,762 393,924 318,109

１株当たり純資産額 (円) △883.87 △861.45 △213.81 △919.01 △899.21

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 550.11 57.56 685.40 526.20 19.80

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △425.0 △957.5 △334.66 △944.8△1,144.88

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △84,682 △21,919△123,700△135,264△281,529

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,067,86517,287 21,1742,363,981109,954

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,022,390 ― 81,399△2,284,890178,564

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 55,464 35,747 21,840 40,379 42,966

従業員数 (名) 28 23 12 25 14
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期

会計期間

自　平成18年
　　９月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　９月１日
至　平成20年
　　２月29日

自　平成20年
　　９月１日
至　平成21年
　　２月28日

自　平成18年
　　９月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成19年
　　９月１日
至　平成20年
　　８月31日

売上高 (千円) 940,023 132,697 116,4701,151,394297,528

経常損失 (千円) 218,583 154,715 114,878 401,540 294,020

中間(当期)純利益 (千円) 2,152,906268,7552,746,5392,003,687126,522

資本金 (千円) 1,822,5941,822,59480,0001,822,5941,822,594

発行済株式総数 (株) 4,054,1254,054,1254,050,1684,054,1254,050,168

純資産額 (千円) △3,588,605△3,469,068△864,762△3,737,824△3,611,302

総資産額 (千円) 525,110 161,272 88,494 160,639 113,554

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △683.4 △2,151.1△977.19△2,326.8△3,180.23

従業員数 (名) 25 22 12 24 13

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　連結経営指標等の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在していないため記載しておりません。

３　提出会社の経営指標等の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略してお

ります。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載のとお

りであります。

　

３ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社であります㈱ディストン・スペースは、平成21年１月31日をもって清算結了いたしました。

(2) ㈱大分フットボールクラブは、株式の一部売却により、持分法適用関連会社に該当しなくなったため除

外しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

トータルリフォーム事業 12

その他事業 0

合計 12

(注)　臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年２月28日現在

従業員数(名) 12

(注)　臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は現在結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社グループの属するリフォーム業界においては、リフォームを行いたいというニーズは依然として高いものの、

お客様の工事発注の姿勢は、昨今の世相を反映し工事を発注する段階において慎重な対応となっております。また、新

築住宅の着工減少に伴い、新築住宅会社もリフォーム分野の強化を重点施策に定めている企業も多く、益々、激戦の様

相を呈しております。一方、お客様が発注先を決める要素として、建築業界を取り巻く環境とマスコミ報道等が相まっ

て、発注先の信用力を重視するという傾向が従来以上に強まっております。このような社会的な環境の中、お取引先

様、債権者様、株主様等のご理解をいただき、事業の展開をしてまいりました。また、当社グループの経営全般にマイナ

ス面に作用する報道があったため、それ以降、多大な影響を受けております。その結果、債務の圧縮は図られておりま

すが、営業につきましては売上高の減少、収益に関しまして損失幅は縮小しているものの、引き続き営業損失を計上す

るという厳しい状況にいたっております。以上の状況から、営業収益、キャッシュ・フロー面においても極めて厳しい

局面が続いており、引き続き努力を重ねてまいりたいと存じます。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高116百万円（前年同期132百万円）、営業損失92百万円（前年同期132

百万円）、経常損失127百万円（前年同期160百万円）、中間純利益2,775百万円（前年同期233百万円）となりました。

なお、中間純利益2,775百万円となった主な要因は、債権者のご理解をいただき債務免除を受けたものであります。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

（トータルリフォーム事業）

トータルリフォーム事業は、小規模店舗での運営に転換しておりますが、当社を取り巻く環境に大きな影響を受け、

売上高が減少しております。

この結果、売上高103,270千円（前年同期119,476千円）、営業損失92,595千円（前年同期136,041千円）となりまし

た。

　

（その他事業）

その他事業は、売上高13,200千円（前年同期13,220千円）、営業利益703千円（前年同期3,668千円）となりました。
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(2) 連結キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業損失の計上等に伴う営業活動

による資金減少123百万円、投資有価証券の売却による収入等に伴う投資活動による資金増加21百万円、短期借入れに

よる収入等による資金増加81百万円となり、この結果、前中間連結会計期間と比べ21百万円の減少となり、当中間連結

会計期間末残高は21百万円（前年同期比△38.9％）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、継続して営業損失を計上したこと及び未払消費税の

減少等により、前中間連結会計期間△21百万円と比べ101百万円減少し、当中間連結会計期間は△123百万円（前年同

期比－％）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等により資金の増加

となり、前中間連結会計期間17百万円と比べ３百万円増加し、当中間連結会計期間は21百万円（前年同期比22.5％）

となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等による資金の減少がありました

が、短期借入れによる資金の増加により、前中間連結会計期間（資金の増減なし）と比べ81百万円増加し、当中間連結

会計期間は81百万円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社ティエムシー（旧会社名　株式会社ペイントハウス）(E05170)

半期報告書

 6/64



２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当中間連結会計期間における仕入状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

トータルリフォーム事業 　 　

　(塗装工事) 507 △63.3

　(リフォーム工事) 25,108 △13.1

トータルリフォーム事業の計 25,615 △15.4

その他事業(製・商品その他) ― ―

合計 25,615 △15.4

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　金額は、仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

トータルリフォーム事業 　 　 　 　

　(塗装工事) 22,040 △19.8 19,787 513.9

　(リフォーム工事) 62,575 △51.2 15,673 △76.5

トータルリフォーム事業の計 84,616 △45.7 35,460 △49.3

合計 84,616 △45.7 35,460 △49.3

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

トータルリフォーム事業 　 　

　(塗装工事) 8,493 △71.2

　(リフォーム工事) 94,776 5.4

トータルリフォーム事業の計 103,270 △13.6

その他事業(製・商品その他) 13,200 △0.2

合計 116,470 △12.2

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(4) 提出会社単独の営業の状況

受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事別
期首繰越
工事高
(千円)

期中受注
工事高
(千円)

計
(千円)

期中完成
工事高
(千円)

期末繰越工事高
期中施工高
(千円)手持工事高

(千円)
うち施工高
(千円)

前中間会計期間
自平成19年９月１日
至平成20年２月29日

塗装 5,456 27,30732,76429,541 3,22339.2％ 1,262 28,052

リフォーム 28,521128,199156,72089,93566,78446.7％31,172104,601

計 33,977155,506189,484119,47670,00746.3％32,434132,654

当中間会計期間
自平成20年９月１日
至平成21年２月28日

塗装 6,240 22,04028,281 8,493 19,7873.0％ 598 8,493

リフォーム 47,87462,575110,44994,77615,6731.0％ 149 92,015

計 54,11484,616138,731103,27035,4602.1％ 748 100,509

前事業年度
自平成19年９月１日
至平成20年８月31日

塗装 5,456 42,72348,17941,939 6,2409.6％ 598 39,787

リフォーム 28,521248,516277,037229,16247,8746.1％ 2,910215,566

計 33,977291,239325,216271,10254,1146.5％ 3,509255,354

(注) １　完成工事高はほとんど個人取引であり、一件当たりの金額も少額であります。

２　上記金額に消費税等は含まれておりません。

３　完成工事高は全てが民間取引であります。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

５ 【研究開発活動】

当中間連結会計期間において、研究開発費用は発生しておりません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結

会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,216,500

計 8,216,500

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,050,168 4,050,168― (注)　１、２、３、４

計 4,050,168 4,050,168― ―

(注) １　発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、議決権の行使について制限のない株式であります。

２　単元株制度は採用しておりません。

３　普通株式に含まれる192,365株は、現物出資（借入金及び未払金の株式化236百万円）によって平成17年５月27

日に発行されたものであります。

４　普通株式に含まれる2,000,000株は、現物出資（借入金の株式化２百万円）によって平成18年８月28日に発行

されたものであります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年１月31日
(注)

－ 4,050,168△1,742,59480,000△1,135,219 －

(注)　平成20年11月26日開催の定時株主総会における資本金及び資本準備金減少決議に基づくものであります。
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(5) 【大株主の状況】

平成21年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ロータス投資事業組合 東京都中央区京橋３－４－６ 2,000,000 49.38

森　本　享 愛知県名古屋市千種区 100,000 2.47

モルガン・スタンレー証券株式

会社

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号恵比寿

ガーデンプレイスタワー
40,370 1.00

古　川　孝　雄 愛知県名古屋市守山区 20,662 0.51

赤　堀　俊　英 東京都杉並区 20,000 0.49

宮　崎　恵　子 千葉県松戸市 17,550 0.43

小　濱　洋　樹 神奈川県横浜市瀬谷区 15,000 0.37

バークレイズバンクピーエル

シーバークレイズキャピタルセ

キュリティーズヱスビーエル

ピービーアカウント

（常任代理人　スタンダード

チャータード銀行）

1 CHURCHILL PLACE, LONDON E14 5HP,UNITED

KINGDOM

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号　山

王パークタワー21階）

14,531 0.36

鵜　飼　幸　子 岐阜県恵那市 10,000 0.25

鴨志田　基　彦 東京都町田市 10,000 0.25

樽　澤　成　昭 東京都新宿区 10,000 0.25

野　村　幸　男 京都府京都市伏見区 10,000 0.25

計 ― 2,268,113 56.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,050,168
　

4,050,168 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,050,168 ― ―

総株主の議決権 ― 4,050,168 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の「議決権の数(個)」には、証券保管振替機構名義の株式918,529株(議決権

918,529個)が含まれております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

当社は未公開企業でありますので、該当事項はありません。

　

　

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社グループの中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行

規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年９月１日から

平成20年２月29日まで)及び前中間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)並びに当中間

連結会計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)及び当中間会計期間(平成20年９月１日から

平成21年２月28日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズに

より中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前中間連結会計期間末
(平成20年２月29日)

当中間連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年８月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 35,747 21,840 42,966

完成工事未収入金 ※1
 8,308

※1
 6,981

※1
 997

未成工事支出金 181,210 155,410 157,668

その他のたな卸資産 1,752 1,921 2,036

未収入金 80,755 － 29,469

その他 15,943 12,949 22,392

貸倒引当金 △31,974 △1,861 △655

流動資産合計 291,744 197,241 254,877

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 1,172 － －

減価償却累計額 ※4
 △926 － －

建物・構築物（純額） 246 － －

その他 75,849 70,831 70,831

減価償却累計額 ※4
 △71,436

※4
 △67,477

※4
 △67,132

その他（純額） 4,413 3,353 3,698

有形固定資産合計 4,659 3,353 3,698

無形固定資産

その他 2,192 1,334 1,708

無形固定資産合計 2,192 1,334 1,708

投資その他の資産

長期未収入金 123,998 123,998 123,998

敷金及び保証金 59,399 ※2
 52,788

※2
 52,795

破産更生債権等 72,837 ※3
 － 72,847

その他 6,403 ※1
 4,740

※1
 5,498

貸倒引当金 △196,859 △124,694 △197,315

投資その他の資産合計 65,779 56,833 57,824

固定資産合計 72,631 61,521 63,231

資産合計 364,375 258,762 318,109
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(単位：千円)

前中間連結会計期間末
(平成20年２月29日)

当中間連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年８月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 19,794 10,871 9,182

短期借入金 ※1
 1,744,955

※1
 134,603

※1
 2,123,519

未払金 98,906 17,958 22,065

未払法人税等 8,767 6,677 7,532

未払消費税等 236,704 207,248 220,391

未払費用 ※1
 499,536

※1
 190,845

※1
 539,068

未成工事受入金 202,541 175,632 180,200

預り金 50,564 ※1
 42,102

※1
 42,515

リース資産減損勘定 3,937 20 1,351

その他 1 － 28,521

流動負債合計 2,865,709 785,959 3,174,349

固定負債

長期借入金 950,000 ※1
 320,069 750,000

退職給付引当金 9,158 6,214 8,415

長期未払金 18,409 12,491 14,309

固定負債合計 977,567 338,774 772,724

負債合計 3,843,277 1,124,733 3,947,073

純資産の部

株主資本

資本金 1,822,594 80,000 1,822,594

資本剰余金 1,885,219 － 1,693,353

利益剰余金 △7,004,955 △945,971 △7,157,900

自己株式 △191,866 － －

株主資本合計 △3,489,008 △865,971 △3,641,953

少数株主持分 10,106 － 12,988

純資産合計 △3,478,902 △865,971 △3,628,964

負債純資産合計 364,375 258,762 318,109
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②【中間連結損益計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

売上高 132,697 116,470 297,528

売上原価 98,515 82,335 234,290

売上総利益 34,181 34,134 63,238

販売費及び一般管理費 ※1
 166,993

※1
 126,400

※1
 312,580

営業損失（△） △132,811 △92,265 △249,342

営業外収益

受取利息 218 185 497

違約金収入 12,718 － 12,718

還付加算金 － 37 －

その他 1,730 4 2,092

営業外収益合計 14,667 227 15,308

営業外費用

支払利息 32,741 14,126 27,939

遅延金 － 21,004 40,636

貸倒引当金繰入額 － 309 597

その他 9,139 324 14,805

営業外費用合計 41,881 35,764 83,978

経常損失（△） △160,024 △127,803 △318,012

特別利益

前期損益修正益 ※2
 2,665

※2
 102

※2
 2,665

投資有価証券売却益 － 20,000 －

債務免除益 391,671 2,881,551 391,671

貸倒引当金戻入額 118 － 31,795

特別利益合計 394,455 2,901,654 426,132

特別損失

リース解約損 ※3
 509 － 509

過年度遅延金 － － 23,041

特別損失合計 509 － 23,550

税金等調整前中間純利益 233,921 2,773,851 84,568

法人税、住民税及び事業税 710 661 1,420

法人税等合計 710 661 1,420

少数株主利益又は少数株主損失（△） 69 △2,793 2,951

中間純利益 233,141 2,775,983 80,196
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,822,594 1,822,594 1,822,594

当中間期変動額

減資 － △1,742,594 －

当中間期変動額合計 － △1,742,594 －

当中間期末残高 1,822,594 80,000 1,822,594

資本剰余金

前期末残高 1,885,219 1,693,353 1,885,219

当中間期変動額

自己株式の消却 － － △191,866

減資 － 1,742,594 －

欠損填補 － △3,435,947 －

当中間期変動額合計 － △1,693,353 △191,866

当中間期末残高 1,885,219 － 1,693,353

利益剰余金

前期末残高 △7,238,097 △7,157,900 △7,238,097

当中間期変動額

欠損填補 － 3,435,947 －

中間純利益 233,141 2,775,983 80,196

連結範囲の変動 － 10,194 －

剰余金の配当 － △10,195 －

当中間期変動額合計 233,141 6,211,929 80,196

当中間期末残高 △7,004,955 △945,971 △7,157,900

自己株式

前期末残高 △191,866 － △191,866

当中間期変動額

自己株式の消却 － － 191,866

当中間期変動額合計 － － 191,866

当中間期末残高 △191,866 － －

株主資本合計

前期末残高 △3,722,150 △3,641,953 △3,722,150

当中間期変動額

自己株式の消却 － － －

減資 － － －

欠損填補 － － －

中間純利益 233,141 2,775,983 80,196

連結範囲の変動 － 10,194 －

剰余金の配当 － △10,195 －

当中間期変動額合計 233,141 2,775,982 80,196

当中間期末残高 △3,489,008 △865,971 △3,641,953
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

少数株主持分

前期末残高 10,036 12,988 10,036

当中間期変動額

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △10,194 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 69 △2,793 2,951

当中間期変動額合計 69 △12,988 2,951

当中間期末残高 10,106 － 12,988

純資産合計

前期末残高 △3,712,113 △3,628,964 △3,712,113

当中間期変動額

中間純利益 233,141 2,775,983 80,196

連結範囲の変動 － 10,194 －

剰余金の配当 － △10,195 －

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △10,194 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 69 △2,793 2,951

当中間期変動額合計 233,211 2,762,993 83,148

当中間期末残高 △3,478,902 △865,971 △3,628,964
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 233,921 2,773,851 84,568

減価償却費 903 719 1,807

退職給付引当金の増減額（△は減少） △132 △2,201 △875

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,212 1,433 △35,076

受取利息及び受取配当金 △218 △185 △497

支払利息 32,741 14,126 27,939

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） － △20,000 －

為替差損益（△は益） － 0 4,402

リース解約損 509 － －

前期損益修正損益（△は益） △2,665 △102 △2,665

過年度遅延金 － － 23,041

その他の特別損益（△は益） － － 509

売上債権の増減額（△は増加） △3,133 △5,983 4,177

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,921 2,373 12,335

仕入債務の増減額（△は減少） △854 1,688 △9,165

債務免除益 △391,671 △2,881,551 △391,671

未払又は未収消費税等の増減額 △5,006 △11,089 △22,108

その他の資産の増減額（△は増加） 25,808 8,035 12,678

その他の負債の増減額（△は減少） 111,268 1,487 28,091

小計 △13,663 △117,398 △262,507

利息及び配当金の受取額 410 180 497

利息の支払額 － △3,086 △1,719

リース解約違約金の支払額 △3,870 △1,218 △5,749

法人税等の支払額 △4,796 △2,178 △12,050

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,919 △123,700 △281,529

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 － 20,000 －

貸付けによる支出 △400 △600 △900

貸付金の回収による収入 1,355 1,774 2,749

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 16,331 － 108,104

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,287 21,174 109,954

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 138,595 178,564

短期借入金の返済による支出 － △47,000 －

少数株主への配当金の支払額 － △10,195 －

財務活動によるキャッシュ・フロー － 81,399 178,564

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △0 △4,402

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,631 △21,126 2,586

現金及び現金同等物の期首残高 40,379 42,966 40,379

現金及び現金同等物の中間期末残高 35,747 21,840 42,966
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

継続企業の前提に関する注記

当社グループは当中間連結会計期

間において、売上高132,697千円（前

中間連結会計期間940,848千円）と

なり、継続して営業損失132,811千円

（前中間連結会計期間193,868千

円）及び中間純利益233,141千円

（前中間連結会計期間2,228,051千

円）を計上した結果、当中間連結会

計期間末において、3,478,902千円の

債務超過となっております。また、営

業キャッシュ・フローも継続して支

出超過となり、現金預金の期末残高

も低水準となっております。なお、前

中間連結会計期間の売上等には、事

業譲渡を行った新築事業及び塗装事

業の数値が含まれております。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　業績不振等による財務体質の弱

体化及び風評等により信用力が低

下した事による売上高及び収益の

悪化。

②　営業赤字等に伴う財務キャッ

シュ・フローの悪化。

③　規模の拡大路線から縮小路線へ

の転換を余儀なくされ、そのため

資金面、人的資源の投入等その整

理に負荷がかかっている状況から

脱皮出来ていない事。

④　新規提携等を模索するも、実現に

至っていない事。

⑤　大型物件について、大手企業の信

用力をバックにした他社の営業攻

勢に対して、それを凌駕する対策

に手間取っている事。

継続企業の前提に関する注記

当社グループは当中間連結会計期

間において、売上高116,470千円（前

中間連結会計期間132,697千円）と

なり、継続して営業損失92,265千円

（前中間連結会計期間132,811千

円）及び中間純利益2,775,983千円

（前中間連結会計期間233,141千

円）を計上した結果、当中間連結会

計期間末において、865,971千円の債

務超過となっております。また、営業

キャッシュ・フローも継続して支出

超過となり、現金預金の期末残高も

低水準となっております。

債務免除益により中間純利益は増

加しているものの、営業損失が発生

しております。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　資金調達力が乏しく、売上高及び

収益力向上のための投資が不足し

ている事。

②　リフォーム見込み顧客の発掘が

予定通り出来なかった事。

③　競争激化による収益率の低下。

④　マスコミ報道に関連する事項で

経営資源の多くを割かれ、前向き

な対応が不足した事。

⑤　当社に関する報道でマイナス面

に作用する事例があり、営業面を

含めて風評被害が出ている事。

継続企業の前提に関する注記

当社グループは当連結会計年度に

おいて、売上高297,528千円（前連結

会計年度1,152,220千円）となり、継

続して営業損失249,342千円（前連

結会計年度366,798千円）及び当期

純利益80,196千円（前連結会計年度

2,131,204千円）を計上した結果、当

連結会計年度末において、3,628,964

千円の債務超過となっております。

また、営業キャッシュ・フローも継

続して支出超過となり、現金預金の

期末残高も低水準となっておりま

す。

　なお、前連結会計年度の売上高等に

は、事業譲渡を行った新築事業及び

塗装事業の数値が含まれておりま

す。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　財務体質の弱体化により、新規投

資を行うための余力に乏しく売上

高の低下及び収益力の悪化。

②　営業赤字等に伴う、財務キャッ

シュ・フローの悪化。

③　規模の拡大路線から、縮小路線へ

の転換を行っているが、見込客の

新たな発掘手法が確立出来ていな

い事。

④　内装リフォームについて収益体

質の確立に手間取っている事。

⑤　新規提携先を模索するも、実現に

いたっていない事。

⑥　当社を取り巻く過去の経緯から、

風評におけるマイナス面の払拭が

出来ていない事。
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　 前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　過去に得たリフォームのノウハ

ウを活用して特徴のあるリフォー

ム工事の提案と受注。

②　過去に施工させて頂いたお客様

という財産を活かしてリピーター

からの受注強化及び顧客紹介お願

い運動の展開。

③　お客様ご満足度向上のための施

策の展開。

④　他企業との提携及びお取引先と

の関係強化。

⑤　大口債務先に対して、当社の状況

について理解を求め、延べ払い等

の個別の折衝を行っており、

キャッシュ・フローに見合った支

払いとなるよう関係者の皆様にご

配慮をお願い出来るよう努力を

行ってまいります。

当社グループは、上記計画を確実

に達成するよう役員・社員一丸と

なって努力しております。当中間連

結財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要

な疑義の影響を当中間連結財務諸表

には反映しておりません。

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　地域に密着した総合リフォーム

店舗としての営業手法の確立。

②　他社との連携及び提携強化。

③　当社を取巻く環境について、資金

調達先等に対して理解を求める活

動の強化。

④　公的な納付金について、資金調達

の安定化が図れるまで支払の猶予

の要請。

⑤　マスコミに対して、当社に取って

マイナスとなる報道について愚直

に説明を行い理解を求める。

当社グループは、上記計画を確実

に達成するよう役員・社員一丸と

なって努力しております。当中間連

結財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要

な疑義の影響を当中間連結財務諸表

には反映しておりません。

 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　リフォーム見込み顧客の発掘の

ための手法の確立。

②　小規模店舗におけるリフォーム

業としての収益体質の確立。

③　過去に得たリフォームのノウハ

ウを活用しての、特徴あるリ

フォーム工事の提案と受注。

④　事業構造の見直し。

⑤　風評について粘り強く説明を行

い、マイナス面を無くすよう努力

を行う。

⑥　大口債権者との折衝を行い債務

の免除等をお願いし財務体質の強

化を図る。

⑦　キャッシュ・フローの悪化に伴

い一部の債務の支払いについて個

別の折衝を行っております。特に

大口先に対しましてご理解を求

め、調達が可能な範囲でのキャッ

シュ・フローに見合ったお支払い

となるよう関係者の皆様にご配慮

をお願いし、理解を頂くよう努力

を行ってまいります。また、合わせ

て支援者に支援を頂けるよう企業

努力を行ってまいります。

当社グループは、上記計画を確実

に達成するよう役員・社員一丸と

なって努力しております。当連結財

務諸表は、継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑

義の影響を当連結財務諸表には反映

しておりません。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１　連結の範囲に関す

る事項

①　連結子会社は、㈱ディス

トン・スペース、㈱

ティティオーの２社で

あります。

　なお、厦門長江石材有

限公司は、平成19年８

月16日に保有株式を売

却したことにより、連

結の範囲から除外して

おります。

①　連結子会社は、㈱ティ

ティオーの１社であり

ます。

　なお、㈱ディストン・

スペースは、平成21年

１月31日をもって清算

結了したことにより、

連結の範囲から除外し

ております。

①　連結子会社は、㈱ディス

トン・スペース、㈱

ティティオーの２社で

あります。

　 ②　非連結子会社は㈱ペイ

ントハウス１社であり

ます。

　なお、平成20年１月１

日付で㈱リフォームバ

ンクから社名変更して

おります。

②　非連結子会社は㈱ペイ

ントハウス１社であり

ます。

②　非連結子会社は㈱ペイ

ントハウス１社であり

ます。

　なお、平成20年１月１

日付で㈱リフォームバ

ンクから社名変更して

おります。

　 (連結の範囲から除いた理

由)

　非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売上

高、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

めであります。

(連結の範囲から除いた理

由)

同左

(連結の範囲から除いた理

由)

　非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためで

あります。

２　持分法の適用に関

する事項

①　持分法適用の関連会社

は㈱大分フットボール

クラブの１社でありま

す。

①　㈱大分フットボールク

ラブは、株式の一部売

却により、持分法適用

関連会社に該当しなく

なったため除外してお

ります。

①　持分法適用の関連会社

は㈱大分フットボール

クラブの１社でありま

す。

　 ②　持分法を適用していな

い非連結子会社(㈱ペ

イントハウス)は中間

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため

持分法の適用範囲から

除外しております。

②　　　　同左 ②　持分法を適用していな

い非連結子会社(㈱ペ

イントハウス)は当期

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため

持分法の適用範囲から

除外しております。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

　連結子会社㈱ディストン

・スペース、㈱ティティ

オーの中間決算日は２月29

日であります。

　連結子会社㈱ティティ

オーの中間決算日は２月28

日であります。

　連結子会社㈱ディストン

・スペース、㈱ティティ

オーの決算日は８月31日で

あります。
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項目
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

４　会計処理基準に関

する事項

　 　 　

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

　中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。)

①　有価証券

その他有価証券

　　　―

 

①　有価証券

その他有価証券

　　　―

 

　 ・時価のないもの

　移動平均法による

原価法によっており

ます。

・時価のないもの

同左

・時価のないもの

同左

　 ②　たな卸資産

未成工事支出金、仕掛

不動産

個別法による原価法

②　たな卸資産

　通常の販売目的で保有

するたな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

（収益性の低下によ

る簿価切下げの方

法）

②　たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

　 商品・製品・原材料

総平均法による原価

法

商品・原材料

総平均法による原価

法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方

法）

商品・原材料

総平均法による原価

法

　 貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

最終仕入原価法（収

益性の低下による簿

価切下げの方法）
（会計方針の変更）
　当中間連結会計期間か
ら平成18年７月５日公表
の「棚卸資産の評価に関
する会計基準」（企業会
計基準委員会　企業会計
基準第９号）を適用し、
評価基準については、原
価法から原価法（収益性
の低下による簿価切下げ
の方法）に変更しており
ます。
　これによる損益に与え
る影響はありません。

貯蔵品

最終仕入原価法
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項目
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法
 

①　有形固定資産

　定率法によっており

ます。

　ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物

15年

運搬具・工具器具備品

２～15年

①　有形固定資産

同左

 

　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

運搬具・工具器具備品

２～15年
 

①　有形固定資産

同左

 

　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

運搬具・工具器具備品

２～15年

 
（会計方針の変更）
　法人税法の改正（(所得
税法等の一部の改正する
法律　平成19年３月30日　
法律第６号)及び(法人税
法施行令の一部を改正す
る政令　平成19年３月30
日　政令第83号)）に伴
い、当連結会計年度から、
平成19年４月１日以降に
取得したものについて
は、改正後の法人税法に
基づく方法に変更してお
ります。
　これによる損益に与え

る影響は軽微でありま

す。
　 （追加情報）

　平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方

法によっております。

　これにより、営業損失、

経常損失及び税金等調整

前中間純利益に与える影

響は軽微であります。

　 （追加情報）
　当連結会計年度から、平
成19年３月31日以前に取
得したものについては、
償却可能限度額まで償却
が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法に
よっております。
　当該変更に伴う損益に
与える影響は、軽微であ
ります。

　 ②　無形固定資産

　ソフトウェア(自社利

用分)については、社内

における見込利用可能

期間(５年)による定額

法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

(3) 重要な引当金の

計上基準
 

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。

①　貸倒引当金

同左
 

①　貸倒引当金

同左
 

　 ②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、中間連結

会計期間末退職給付債

務を計上しておりま

す。なお、退職給付引当

金の対象従業員が300

名未満であるため、簡

便法によっており、退

職給付債務の金額は中

間連結会計期間末自己

都合要支給額としてお

ります。

②　退職給付引当金

同左

 

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末退職給付債務

を計上しております。

なお、退職給付引当金

の対象従業員が300名

未満であるため、簡便

法によっており、退職

給付債務の金額は当連

結会計年度末自己都合

要支給額としておりま

す。

(4) 中間連結財務諸

表(連結財務諸

表)の作成の基

準となった連結

会社の財務諸表

の作成にあたっ

て採用した重要

な外貨建の資産

又は負債の本邦

通貨への換算の

基準

 

　外貨建金銭債権債務は、当

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

 

同左 　外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、在外子

会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めておりま

す。

(5) 重要なリース取

引の処理方法

 

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

― 　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

(6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

　税抜方式によっておりま

す。

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左
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項目
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

５　中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

　

【表示方法の変更】

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

1.前中間連結会計期間において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「未収入金」は、当中間連

結会計期間において資産の総額の100分の５を超えた

ため、当中間連結会計期間より区分掲記することとい

たしました。なお、前中間連結会計期間の「未収入金」

は26,361千円であります。

2.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「ソフトウェア（当中間連結会計期間810千円）」は、

当中間連結会計期間において資産の総額の100分の５

以下となったため、「その他」に含めて表示すること

といたしました。

3.前中間連結会計期間において固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「長期未払金」は、当中間

連結会計期間において負債及び純資産の合計額の100

分の５を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲

記することといたしました。なお、前中間連結会計期間

の「長期未払金」は16,268千円であります。

1.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「未収入金（当中間連結会計期間382千円）」は、当中

間連結会計期間において資産の総額の100分の５以下

となったため、「その他」に含めて表示することとい

たしました。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
平成20年２月29日現在

当中間連結会計期間末
平成21年２月28日現在

前連結会計年度末
平成20年８月31日現在

※１　担保に供している資産ならび

に担保付債務は次のとおりで

あります。

※１　担保に供している資産ならび

に担保付債務は次のとおりで

あります。

※１　担保に供している資産ならび

に担保付債務は次のとおりで

あります。

担保資産 　

完成工事未
収入金

670千円

計 670

　 　

 
　

　
担保付債務 　

　短期借入金 145,843千円

　未払費用 60,851

計 206,694

担保資産 　

完成工事未
収入金

670千円

その他有価
証券（額面
総額80,000
千円）

0

計 670
　

担保付債務 　

　短期借入金 134,603千円

　長期借入金 281,400

　未払費用 85,780

　預り金 22,186

計 523,970

担保資産 　

完成工事未
収入金

670千円

関係会社株
式（額面総
額60,000千
円）

0

計 670
　

担保付債務 　

　短期借入金 145,843千円

　未払費用
　預り金

88,583
23,090

計 257,517

※２　

―

※２　敷金及び保証金（26,657千

円）が、東京国税局に差押と

なっております。

※２　

同左

※３　

―

 

※３　資産項目から直接控除して表

示されている貸倒引当金

破産更生債権等 72,847千円

※３　

―

 

※４　減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めて表示しておりま

す。

※４　

同左

※４

同左
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

役員報酬 34,816千円

給与手当 45,302

退職給付
引当金繰入額

1,231

貸倒引当金
繰入額

1

　

役員報酬 27,516千円

給与手当 32,414

退職給付
引当金繰入額

849

業務委託費 17,003

貸倒引当金
繰入額

1,123

　

役員報酬 66,332千円

給与手当 86,243

退職給付
引当金繰入額

1,432

業務委託費 33,798

貸倒引当金
繰入額

338
　

※２　前期損益修正益の内容は次の

とおりであります。

過年度リース
減損勘定

2,665千円

計 2,665

 

※２　前期損益修正益の内容は次の

とおりであります。

過年度賃借料
過剰分 102千円

計 102

 

※２　前期損益修正益の内容は次の

とおりであります。

過年度リース
減損勘定

2,665千円

計 2,665

 

※３　リース解約損の内容は次のと

おりであります。

※３　

―

※３　

―

リース解約
違約金

509千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,054,125 － － 4,054,125

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 3,957 － － 3,957

　

当中間連結会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,050,168 － － 4,050,168

　
２　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

３　剰余金の配当に関する事項

　　　　剰余金の配当は、連結子会社の㈱ディストン・スペース（当社及び少数株主で構成）が清算結了に伴い、

当社及び少数株主に対して分配した残余財産の分配金の少数株主分であります。

　

前連結会計年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,054,125 － 3,957 4,050,168

（変更事由の概要）

　普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成20年８月27日の取締役会決議により消却した自己株式による減少　3,957株
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,957 － 3,957 －

（変更事由の概要）

　自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成20年８月27日の取締役会決議により消却した自己株式による減少　3,957株
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係

現金預金勘定 35,747千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

－千円

現金及び現金同等物 35,747千円
　

現金預金勘定 21,840千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

－千円

現金及び現金同等物 21,840千円
　

現金預金勘定 42,966千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

－千円

現金及び現金同等物 42,966千円
　

　 ２　少数株主への配当金の支払額は、

連結子会社の㈱ディストン・ス

ペース（当社及び少数株主で構

成）が清算結了に伴い、当社及び

少数株主に対して分配した残余財

産の分配金の少数株主分でありま

す。
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（新リース会計

基準適用開始前の通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ているもの）

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 8,119 1,432

ソフト

ウェア
11,18310,065 1,118

合計 20,73518,184 2,551

　

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 9,552 －

合計 9,552 9,552 －

　

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 9,074 477

合計 9,552 9,074 477

　

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

―

２　未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高

１年内 2,664千円

１年超 －

合計 2,664　
　

　 １年内 498千円

１年超 －

合計 498　
　

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

 

３　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,441千円

減価償却費相当額 2,314

支払利息相当額 43
　

支払リース料 499千円

減価償却費相当額 477

支払利息相当額 1
　

支払リース料 2,051千円

減価償却費相当額 1,960

支払利息相当額 29
　

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

５　利息相当額の算定方法

リース料金総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を支払利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。

５　利息相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

１　前中間連結会計期間末(平成20年２月29日現在)

(1) 時価評価されていない主な有価証券の内容

　

　 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 0

　

２　当中間連結会計期間末(平成21年２月28日現在)

(1) 時価評価されていない主な有価証券の内容

　

　 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 0

　

３　前連結会計年度末(平成20年８月31日現在)

(1) 時価評価されていない主な有価証券の内容

　

　 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 0

　

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

当社および連結子会社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

当社および連結子会社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

当社および連結子会社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

(1) 前中間連結会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

　

　
トータル
リフォーム
事業(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

119,47613,220132,697 － 132,697

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 119,47613,220132,697 － 132,697

営業費用 255,518 9,552 265,070 438 265,508

営業利益又は営業損失(△) △136,041 3,668△132,373 (438)△132,811

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　(1) トータルリフォーム事業………有店舗を核とした一般住宅、事業用建物の外壁リフォーム、内装リフォー

ムをはじめとした総合リフォーム事業及びそれに付随する事業

(2) その他事業……………………リフォーム店舗である「ペンタくん」における物品販売等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(436千円)は、当社のソフトウェアの償却費で

あります。

　

(2) 当中間連結会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

　

　
トータル
リフォーム
事業(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

103,27013,200116,470 － 116,470

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 103,27013,200116,470 － 116,470

営業費用 195,86512,496208,362 373 208,736

営業利益又は営業損失(△) △92,595 703 △91,891 (373)△92,265

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　(1) トータルリフォーム事業………有店舗を核とした一般住宅、事業用建物の外壁リフォーム、内装リフォー

ムをはじめとした総合リフォーム事業及びそれに付随する事業

(2) その他事業……………………リフォーム店舗である「ペンタくん」における物品販売等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(373千円)は、当社のソフトウェアの償却費で

あります。
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(3) 前連結会計年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

　

　
トータル
リフォーム
事業(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

271,10226,426297,528 － 297,528

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 271,10226,426297,528 － 297,528

営業費用 520,16525,955546,120 749 546,870

営業利益又は営業損失(△) △249,063 471 △248,592 (749)△249,342

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　(1) トータルリフォーム事業………有店舗販売を核とした一般住宅、事業用建物の外壁リフォーム、室内リ

フォームをはじめとした総合リフォーム事業及びそれに付随する事業

(2) その他事業……………………リフォーム店舗である「ペンタくん」における物品販売等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(749千円)は、当社のソフトウェアの償却費で

あります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(436千円)は、ソフトウェア(その他)であります。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。

　

前連結会計年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

海外売上高がないため、記載しておりません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

海外売上高がないため、記載しておりません。

　

前連結会計年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

海外売上高がないため、記載しておりません。

　

(企業結合等関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１株当たり
純資産額

△861円45銭
　

１株当たり
純資産額

△213円81銭
　

１株当たり
純資産額

△899円21銭
　

１株当たり中間
純利益金額

57円56銭
　

１株当たり中間
純利益金額

685円40銭
　

１株当たり当期
純利益金額

19円80銭
　

 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１.　１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１株当たり純資産額 　 　 　

中間連結貸借対照表（連結貸借
対照表）の純資産の部の合計額
(千円)

△3,478,902 △865,971 △3,628,964

普通株式に係る純資産額 (千円) △3,489,008 △865,971 △3,641,953

中間連結貸借対照表（連結貸借
対照表）の純資産の部の合計額
と１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式に係る中間
連結会計期間末及び連結会計年
度末の純資産額との差額(千円)

△10,106 － △12,988

普通株式の発行済株式数 (株) 4,054,125 4,050,168 4,050,168

普通株式の自己株式数(株) 3,957 － －

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株)

4,050,168 4,050,168 4,050,168

　

２.　１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１株当たり中間(当期)純利益 　 　 　

中間(当期)純利益 (千円) 233,141 2,775,983 80,196

普通株主に帰属しない金額
(千円)

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円)

233,141 2,775,983 80,196

期中平均株式数(株) 4,050,168 4,050,168 4,050,168

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純
利益の算定に含めなかった潜在株
式の概要

新株予約権（新株引
受権の数40個）。
なお、これらの詳細
については「新株予
約権等の状況」に記
載しております。

― ―
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間連結会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前連結会計年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

― ― 　当社グループは、債務について債権
者と折衝の結果、平成20年10月２日
に855,707千円（内訳：短期借入金
494,926千円、未払費用360,780千
円）の債務免除を受けております。
　内訳といたしまして、株式会社ティ
エムシーは、320,155千円（内訳：未
払費用320,155千円）の債務免除を
受けております。株式会社ティティ
オーは、535,552千円（内訳：短期借
入金494,926千円、未払費用40,625千
円）の債務免除を受けております。

 
　平成20年11月26日開催の第20回定
時株主総会において資本金の額及び
資本準備金ならびに利益準備金の額
の減少、剰余金の処分を決議しまし
た。
1.減資の目的
　当社は、平成20年８月期の貸借対
照 表 の 利 益 剰 余 金 が 、 △
7,127,249,222円を計上するにい
たっております。
　今回の付議により貸借対照表に
おける「純資産の部」の整理を行
い、利益剰余金のマイナス幅の圧
縮を行うものであります。
2.減資の日程
　　平成20年11月26日
　　　定時株主総会決議日
　　平成21年１月23日
　　　債権者異議申述期日（予定）
　　平成21年１月31日
　　　効力発生日（予定）
3.減資の方法
　発行済株式総数の変更は行わず、
資本金の額のみを減少する。
4.実施の要領
　(1)資本金の額減少の要領

　 当 社 の 資 本 金 の 額
1,822,594,110円のうち
1,742,594,110円を減少し、資
本金の額を80,000,000円とい
たします。減少する資本金の額
全額をその他資本剰余金に振
り替えることといたします。

　(2)資本準備金の額減少の要領
　 当 社 の 資 本 準 備 金 の 額
1,135,219,110円を全額減少
し、減少額全額をその他資本剰
余金に振り替えることといた
します。

　(3)利益準備金の額減少の要領
　 当 社 の 利 益 準 備 金 の 額
99,700,000円を全額減少し、減
少額全額を繰越利益剰余金に
振り替えることといたします。

　(4)剰余金の処分の要領
　会社法第452条の規定に基づ
き、上記の効力が生じた後のそ
の他資本剰余金3,435,947,220
円全額を繰越利益剰余金に振
り替え、欠損填補したいと存じ
ます。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年２月29日)

当中間会計期間末
(平成21年２月28日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年８月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,839 11,690 1,338

完成工事未収入金 ※2
 8,187

※2
 6,981

※2
 997

未成工事支出金 26,305 505 2,763

その他のたな卸資産 1,732 1,921 2,036

その他 ※5
 11,733

※5
 8,033 11,356

貸倒引当金 △58 △1,861 △655

流動資産合計 56,740 27,269 17,837

固定資産

有形固定資産

その他 ※1
 4,184

※1
 3,353

※1
 3,698

有形固定資産合計 4,184 3,353 3,698

無形固定資産

その他 1,834 1,086 1,460

無形固定資産合計 1,834 1,086 1,460

投資その他の資産

関係会社株式 32,733 － ※2
 32,733

関係会社長期貸付金 20,000 － －

従業員に対する長期貸付金 － 4,713 5,471

敷金及び保証金 59,399 ※3
 52,740

※3
 52,795

破産更生債権等 72,837 ※4
 － 72,847

長期未収入金 133,225 ※4
 － 132,517

その他 6,403 ※2
 26 26

貸倒引当金 △226,086 △696 △205,834

投資その他の資産合計 98,512 56,785 90,557

固定資産合計 104,532 61,225 95,716

資産合計 161,272 88,494 113,554

負債の部

流動負債

工事未払金 19,794 10,871 9,182

短期借入金 ※2
 1,250,028

※2
 134,603

※2
 1,628,593

未払金 98,553 17,958 21,444

未払法人税等 8,532 6,587 7,062

未払消費税等 236,704 207,248 220,391

未払費用 ※2
 458,728

※2
 190,845

※2
 498,883

未成工事受入金 31,043 4,133 8,702

預り金 50,522 ※2
 42,215

※2
 42,415

リース資産減損勘定 3,937 20 1,351

その他 1 － 19,179

流動負債合計 2,157,846 614,483 2,457,205
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年２月29日)

当中間会計期間末
(平成21年２月28日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年８月31日)

固定負債

長期借入金 950,000 320,069 750,000

退職給付引当金 9,158 6,214 8,415

債務保証損失引当金 494,926 － 494,926

長期未払金 18,409 ※2
 12,491 14,309

固定負債合計 1,472,494 338,774 1,267,651

負債合計 3,630,341 953,257 3,724,856

純資産の部

株主資本

資本金 1,822,594 80,000 1,822,594

資本剰余金

資本準備金 1,135,219 － 1,135,219

その他資本剰余金 750,000 － 558,134

資本剰余金合計 1,885,219 － 1,693,353

利益剰余金

利益準備金 99,700 － 99,700

その他利益剰余金 △7,084,716 △944,762 △7,226,949

利益剰余金合計 △6,985,016 △944,762 △7,127,249

自己株式 △191,866 － －

株主資本合計 △3,469,068 △864,762 △3,611,302

純資産合計 △3,469,068 △864,762 △3,611,302

負債純資産合計 161,272 88,494 113,554
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

売上高

完成工事高 119,476 103,270 271,102

その他の売上高 13,220 13,200 26,426

売上高合計 132,697 116,470 297,528

売上原価

完成工事原価 ※5
 98,515

※5
 82,335

※5
 234,290

売上原価合計 98,515 82,335 234,290

売上総利益

完成工事総利益 20,960 20,934 36,811

その他の売上総利益 13,220 13,200 26,426

売上総利益合計 34,181 34,134 63,238

販売費及び一般管理費 ※5
 157,438

※5
 113,903

※5
 286,623

営業損失（△） △123,256 △79,769 △223,384

営業外収益 ※1
 2,447

※1
 215

※1
 3,324

営業外費用 ※2
 33,905

※2
 35,324

※2
 73,960

経常損失（△） △154,715 △114,878 △294,020

特別利益 ※3
 424,455

※3
 2,861,892

※3
 445,044

特別損失 ※4
 509 － ※4

 23,550

税引前中間純利益 269,230 2,747,014 127,472

法人税、住民税及び事業税 475 475 950

法人税等合計 475 475 950

中間純利益 268,755 2,746,539 126,522
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,822,594 1,822,594 1,822,594

当中間期変動額

減資 － △1,742,594 －

当中間期変動額合計 － △1,742,594 －

当中間期末残高 1,822,594 80,000 1,822,594

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,135,219 1,135,219 1,135,219

当中間期変動額

資本準備金の取崩 － △1,135,219 －

当中間期変動額合計 － △1,135,219 －

当中間期末残高 1,135,219 － 1,135,219

その他資本剰余金

前期末残高 750,000 558,134 750,000

当中間期変動額

自己株式の消却 － － △191,866

減資 － 1,742,594 －

資本準備金の取崩 － 1,135,219 －

欠損填補 － △3,435,947 －

当中間期変動額合計 － △558,134 △191,866

当中間期末残高 750,000 － 558,134

資本剰余金合計

前期末残高 1,885,219 1,693,353 1,885,219

当中間期変動額

自己株式の消却 － － △191,866

減資 － 1,742,594 －

資本準備金の取崩 － － －

欠損填補 － △3,435,947 －

当中間期変動額合計 － △1,693,353 △191,866

当中間期末残高 1,885,219 － 1,693,353

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 99,700 99,700 99,700

当中間期変動額

利益準備金の取崩 － △99,700 －

当中間期変動額合計 － △99,700 －

当中間期末残高 99,700 － 99,700
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年２月29日)

当中間会計期間
(自 平成20年９月１日
 至 平成21年２月28日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年９月１日
 至 平成20年８月31日)

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △7,353,471 △7,226,949 △7,353,471

当中間期変動額

欠損填補 － 3,435,947 －

利益準備金の取崩 － 99,700 －

中間純利益 268,755 2,746,539 126,522

当中間期変動額合計 268,755 6,282,186 126,522

当中間期末残高 △7,084,716 △944,762 △7,226,949

利益剰余金合計

前期末残高 △7,253,771 △7,127,249 △7,253,771

当中間期変動額

利益準備金の取崩 － － －

欠損填補 － 3,435,947 －

中間純利益 268,755 2,746,539 126,522

当中間期変動額合計 268,755 6,182,486 126,522

当中間期末残高 △6,985,016 △944,762 △7,127,249

自己株式

前期末残高 △191,866 － △191,866

当中間期変動額

自己株式の消却 － － 191,866

当中間期変動額合計 － － 191,866

当中間期末残高 △191,866 － －

株主資本合計

前期末残高 △3,737,824 △3,611,302 △3,737,824

当中間期変動額

自己株式の消却 － － －

減資 － － －

欠損填補 － － －

中間純利益 268,755 2,746,539 126,522

当中間期変動額合計 268,755 2,746,539 126,522

当中間期末残高 △3,469,068 △864,762 △3,611,302

純資産合計

前期末残高 △3,737,824 △3,611,302 △3,737,824

当中間期変動額

中間純利益 268,755 2,746,539 126,522

当中間期変動額合計 268,755 2,746,539 126,522

当中間期末残高 △3,469,068 △864,762 △3,611,302
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

継続企業の前提に関する注記

当社は、売上高132,697千円（前中

間会計期間940,023千円）となり、継

続して営業損失123,256千円（前中

間会計期間161,569千円）及び中間

純利益268,755千円（前中間会計期

間2,152,906千円）を計上した結果、

当中間会計期間末において 、

3,469,068千円の債務超過となって

おります。また、営業キャッシュ・フ

ローも継続して支出超過となり、現

金預金の期末残高も低水準となって

おります。なお、前中間会計期間の売

上等には、事業譲渡を行った新築事

業及び塗装事業の数値が含まれてお

ります。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　業績不振等による財務体質の弱

体化及び風評等により信用力が低

下した事による売上高及び収益の

悪化。

②　営業赤字等に伴う財務キャッ

シュ・フローの悪化。

③　規模の拡大路線から縮小路線へ

の転換を余儀なくされ、そのため

資金面、人的資源の投入等その整

理に負荷がかかっている状況から

脱皮出来ていない事。

④　新規提携等を模索するも、実現に

至っていない事。

⑤　大型物件について、大手企業の信

用力をバックにした他社の営業攻

勢に対して、それを凌駕する対策

に手間取っている事。

継続企業の前提に関する注記

当社は、売上高116,470千円（前中

間会計期間132,697千円）となり、継

続して営業損失79,769千円（前中間

会計期間123,256千円）及び中間純

利益2,746,539千円（前中間会計期

間268,755千円）を計上した結果、当

中間会計期間末において、864,762千

円の債務超過となっております。ま

た、営業キャッシュ・フローも継続

して支出超過となり、現金預金の期

末残高も低水準となっております。

債務免除益により中間純利益は増

加しているものの、営業損失が発生

しております。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　資金調達力が乏しく、売上高及び

収益力向上のための投資が不足を

している事。

②　リフォーム見込み顧客の発掘が

予定通り出来なかった事。

③　競争激化による収益率の低下。

④　マスコミ報道に関連する事項で

経営資源の多くを割かれ、前向き

な対応が不足した事。

⑤　当社に関する報道でマイナス面

に作用する事例があり、営業面を

含めて風評被害が出ている事。

 

継続企業の前提に関する注記

当社は、売上高297,528千円（前期

1,151,394千円）となり、継続して営

業損失223,384千円（前期320,400千

円）及び当期純利益126,522千円

（前期2,003,687千円）を計上した

結果、当事業年度末において、

3,611,302千円の債務超過となって

おります。また、営業キャッシュ・フ

ローも継続して支出超過となり、現

金預金の期末残高も低水準となって

おります。なお、前期の売上高等に

は、事業譲渡を行った新築事業及び

塗装事業の数値が含まれておりま

す。

このような状況にいたった経緯と

いたしまして、

①　財務体質の弱体化により、新規投

資を行うための余力に乏しく売上

高の低下及び収益力の悪化。

②　営業赤字等に伴う、財務キャッ

シュ・フローの悪化。

③　規模の拡大路線から、縮小路線へ

の転換を行っているが、見込客の

新たな発掘手法が確立出来ていな

い事。

④　内装リフォームについて収益体

質の確立に手間取っている事。

⑤　新規提携先を模索するも、実現に

いたっていない事。

⑥　当社を取り巻く過去の経緯から、

風評におけるマイナス面の払拭が

出来ていない事。
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　 前中間会計期間
自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

　当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　過去に得たリフォームのノウハ

ウを活用して特徴のあるリフォー

ム工事の提案と受注。

②　過去に施工させて頂いたお客様

という財産を活かしてリピーター

からの受注強化及び顧客紹介お願

い運動の展開。

③　お客様ご満足度向上のための施

策の展開。

④　他企業との提携及びお取引先と

の関係強化。

⑤　大口債務先に対して、当社の状況

について理解を求め、延べ払い等

の個別の折衝を行っており、

キャッシュ・フローに見合った支

払いとなるよう関係者の皆様にご

配慮をお願い出来るよう努力を

行ってまいります。

当社は、上記計画を確実に達成す

るよう役員・社員一丸となって努

力しております。当中間財務諸表

は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影

響を当中間財務諸表には反映して

おりません。

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

　当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　地域に密着した総合リフォーム

店舗としての営業手法の確立。

②　他社との連携及び提携強化。

③　当社を取巻く環境について、資金

調達先等に対して理解を求める活

動の強化。

④　公的な納付金について、資金調達

の安定化が図れるまで支払の猶予

の要請。

⑤　マスコミに対して、当社に取って

マイナスとなる報道について愚直

に説明を行い理解を求める。

当社は、上記計画を確実に達成す

るよう役員・社員一丸となって努

力しております。当中間財務諸表

は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影

響を当中間財務諸表には反映して

おりません。

 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

す。(「継続企業の前提に関する開示

について（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）」参照)

このような当社の置かれている現

状を打破するため再度全社を挙げて

抜本的な見直しを行い、改善を図り

ます。

　当該計画の具体的な内容は以下の

とおりであります。

①　リフォーム見込み顧客の発掘の

ための手法の確立。

②　小規模店舗におけるリフォーム

業としての収益体質の確立。

③　過去に得たリフォームのノウハ

ウを活用しての、特徴あるリ

フォーム工事の提案と受注。

④　事業構造の見直し。

⑤　風評について粘り強く説明を行

い、マイナス面を無くすよう努力

を行う。

⑥　大口債権者との折衝を行い債務

の免除等をお願いし財務体質の強

化を図る。

⑦　キャッシュ・フローの悪化に伴

い一部の債務の支払いについて個

別の折衝を行っております。特に

大口先に対しましてご理解を求

め、調達が可能な範囲でのキャッ

シュ・フローに見合ったお支払い

となるよう関係者の皆様にご配慮

をお願いし、となるよう関係者の

皆様にご配慮をお願いし、理解を

頂くよう努力を行ってまいりま

す。また、合わせて支援者に支援を

頂けるよう企業努力を行ってまい

ります。

　当社は、上記計画を確実に達成する

よう役員・社員一丸となって努力し

ております。財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　

項目
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①　その他有価証券

時価のあるもの

　中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は、

移動平均法により算

定しております。)

(1) 有価証券

①　その他有価証券

―

(1) 有価証券

①　その他有価証券

―

 

　 時価のないもの

　移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

　 ②　子会社および関連会

社株式

　移動平均法による

原価法

②　子会社および関連会

社株式

同左

②　子会社および関連会

社株式

同左

　 (2) たな卸資産

①　未成工事支出金・仕

掛不動産

　個別法による原価

法

(2) たな卸資産

　通常の販売目的で保有

するたな卸資産

①　未成工事支出金

　個別法による原価

法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方

法）

(2) たな卸資産

①　未成工事支出金

　個別法による原価

法

　 ②　商品・製品・原材料

　総平均法による原

価法

②　商品・原材料

　総平均法による原

価法（収益性の低下

による簿価切下げの

方法）

　②　商品・原材料

　総平均法による原

価法

　 ③　貯蔵品

　最終仕入原価法

③　貯蔵品

　最終仕入原価法

（収益性の低下によ

る簿価切下げの方

法）

　③　貯蔵品

　最終仕入原価法

　 　 （会計方針の変更）

当中間会計期間から平

成18年７月５日公表の

「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計

基準委員会　企業会計基

準第９号）を適用し、評

価基準については、原価

法から原価法（収益性の

低下による簿価切下げの

方法）に変更しておりま

す。

　これによる損益に与え

る影響はありません。
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項目
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

２　固定資産の減価償

却の方法
 

(1) 有形固定資産

　定率法によっており

ます。

　ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額法

によっております。

(1) 有形固定資産

同左
 

(1) 有形固定資産

同左
 

　 　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

車両運搬具　　　２年

工具器具備品

２～15年

　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

運搬具・工具器具備品

２～15年
 

　なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

運搬具・工具器具備品

２～15年
 

　 　 　 （会計方針の変更）

法人税法の改正（(所

得税法等の一部の改正す

る法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３

月30日　政令第83号)）に

伴い、当事業年度から、平

成19年４月１日以降に取

得したものについては、

改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しておりま

す。

これによる損益に与え

る影響は軽微でありま

す。

　 （追加情報）

平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方

法によっております。

　これにより、営業損失、

経常損失及び税引前中間

純利益に与える影響は軽

微であります。

　 （追加情報）

当事業年度から、平成

19年３月31日以前に取得

したものについては、償

却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間

で均等償却する方法に

よっております。

　当該変更に伴う損益に

与える影響は、軽微であ

ります。

　 (2) 無形固定資産

　ソフトウェア（自社

利用分）については、

社内における見込利用

可能期間（５年）によ

る定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

３　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒に備える

ため、一般債権につい

ては、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については、

個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 

(1) 貸倒引当金

同左

 

　 (2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、中間期間

末退職給付債務を計上

しております。なお、退

職給付引当金の対象従

業員が300名未満であ

るため、簡便法によっ

ており、退職給付債務

の金額は中間期間末自

己都合要支給額として

おります。

(2) 退職給付引当金

同左

 

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末退職給付債務を計

上しております。なお、

退職給付引当金の対象

従業員が300名未満で

あるため、簡便法に

よっており、退職給付

債務の金額は事業年度

末自己都合要支給額と

しております。

　 (3) 債務保証損失引当金

　関係会社の債務保証

に係る損失に備えるた

め、当該会社の財政状

態等を勘案して、会社

所定の基準により損失

負担見込額を計上して

おります。

(3) 債務保証損失引当金

―

 

(3) 債務保証損失引当金

　関係会社の債務保証

に係る損失に備えるた

め、当該会社の財政状

態等を勘案して、会社

所定の基準により損失

負担見込額を計上して

おります。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が、借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

― 　リース物件の所有権が、借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

　税抜方式によっておりま

す。

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左
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【表示方法の変更】

　
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

1.前中間会計期間において区分掲記しておりました「未

収還付税金（当中間会計期間1,187千円）」は、当中間

会計期間において資産の総額の100分の５以下となっ

たため、「その他」に含めて表示することといたしま

した。

2. 前中間会計期間において区分掲記しておりました

「ソフトウェア（当中間会計期間810千円）」は、当中

間会計期間において資産の総額の100分の５以下と

なったため、「その他」に含めて表示することといた

しました。

3. 前中間会計期間において固定負債の「その他」に含

めて表示しておりました「長期未払金」は、当中間会

計期間において負債及び純資産の合計額の100分の５

を超えたため、当中間会計期間より区分掲記すること

といたしました。なお、前中間会計期間の「長期未払

金」は16,268千円であります。

1. 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「従業員に対する長

期貸付金」は、当中間会計期間において資産の総額の

100分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記

することといたしました。なお、前中間会計期間の「従

業員に対する長期貸付金」は6,376千円であります。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
平成20年２月29日現在

当中間会計期間末
平成21年２月28日現在

前事業年度末
平成20年８月31日現在

※１　有形固定資産減価償却累計額

66,646千円

減価償却累計額には、減損損失累

計額を含めて表示しております。

※１　有形固定資産減価償却累計額

67,477千円

減価償却累計額には、減損損失累

計額を含めて表示しております。

※１　有形固定資産減価償却累計額

67,132千円

減価償却累計額には、減損損失累

計額を含めて表示しております。

※２　担保資産

担保に供している資産は次の

とおりであります。

※２　担保資産

担保に供している資産は次の

とおりであります。

※２　担保資産

担保に供している資産は次の

とおりであります。

完成工事
未収入金

670千円

計 670

　

完成工事未
収入金

670千円

その他有価証
券（額面総額
80,000千円）

0

計 670
　

完成工事未
収入金

670千円

関係会社株式
（額面総額
60,000千円）

0

計 670
　

担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 145,843千円

未払費用 60,851

計 206,694

担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 134,603千円

長期借入金 281,400

未払費用 85,780

預り金 22,186

計 523,970

担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 145,843千円

未払費用 88,583

預り金 23,090

計 257,517

※３　

―

※３　敷金及び保証金（26,657千

円）が、東京国税局に差押と

なっております。

※３　

同左

※４　

―

 

※４　資産項目から直接控除して表

示されている貸倒引当金

長期未収入
金

132,517千円

破産更生債
権等

72,847

計 205,365

※４　

―

 

※５　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他流動資産」に含めて

表示しております。

※５　消費税等の取扱い

同左

 

※５　消費税等の取扱い

―
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

※１　営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 729千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 173千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 1,244千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 27,086千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 13,686千円

遅延金 21,004

※２　営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 22,907千円

遅延金 40,636

※３　特別利益のうち主要なものは

次のとおりであります。

債務免除益 391,671千円

※３　特別利益のうち主要なものは

次のとおりであります。

債務免除益 2,345,999千円

債務保証損失引
当金戻入額

494,926

※３　特別利益のうち主要なものは

次のとおりであります。

債務免除益 391,671千円

※４　特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

リース解約損 509千円

※４　

―

※４　特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

リース解約損 509千円

過年度遅延金 23,041

※５　減価償却実施額は次のとおり

であります。

有形固定資産 486千円

無形固定資産 373

※５　減価償却実施額は次のとおり

であります。

有形固定資産 345千円

無形固定資産 373

※５　減価償却実施額は次のとおり

であります。

有形固定資産 972千円

無形固定資産 747
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 3,957 － － 3,957

　

　

当中間会計期間(自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日)

１　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　

前事業年度(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,957 － 3,957 －

（変更事由の概要）

　自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　平成20年８月27日の取締役決議により消却した自己株式による減少　3,957株

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（新リース会計

基準適用開始前の通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ているもの）

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 8,119 1,432

ソフト

ウェア
11,183 10,065 1,118

合計 20,735 18,184 2,551

　

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 9,552 －

合計 9,552 9,552 －

　

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末

残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
9,552 9,074 477

合計 9,552 9,074 477

　
　

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

―

２　未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高

１年内 2,664千円

１年超 －

合計 2,664

　

　 １年内 498千円

１年超 －

合計 498
　

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

 

３　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,441千円

減価償却費相当額 2,314

支払利息相当額 43
　

支払リース料 499千円

減価償却費相当額 477

支払利息相当額 1
　

支払リース料 2,051千円

減価償却費相当額 1,960

支払利息相当額 29
　

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を支払利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

５　利息相当額の算定方法

同左

 

５　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間(平成20年２月29日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(平成21年２月28日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

前事業年度(平成20年８月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

当中間会計期間
自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日

前事業年度
自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日

―
 

―
 

　当社は、債務について債権者と折衝
の結果、平成20年10月２日に320,155
千円（内訳：未払費用320,155千
円）の債務免除を受けております。
　また、当社の子会社である株式会社
ティティオーは、債務について債権
者と折衝の結果、平成20年10月２日
に535,552千円（内訳：短期借入金
494,926千円（債務保証損失引当金
計上済）、未払費用40,625千円）の
債務免除を受けております。

 
　

 

　平成20年11月26日開催の第20回定
時株主総会において資本金の額及び
資本準備金ならびに利益準備金の額
の減少、剰余金の処分を決議しまし
た。
1.減資の目的
　当社は、平成20年８月期の貸借対
照 表 の 利 益 剰 余 金 が 、 △
7,127,249,222円を計上するにい
たっております。
　今回の付議により貸借対照表に
おける「純資産の部」の整理を行
い、利益剰余金のマイナス幅の圧
縮を行うものであります。
2.減資の日程
　平成20年11月26日
　　定時株主総会決議日
　平成21年１月23日
　　債権者異議申述期日（予定）
　平成21年１月31日
　　効力発生日（予定）
3.減資の方法
　発行済株式総数の変更は行わず、
資本金の額のみを減少する。
4.実施の要領
　(1)資本金の額減少の要領

　 当 社 の 資 本 金 の 額
1,822,594,110円のうち
1,742,594,110円を減少し、資
本金の額を80,000,000円とい
たします。減少する資本金の額
全額をその他資本剰余金に振
り替えることといたします。

　(2)資本準備金の額減少の要領
　 当 社 の 資 本 準 備 金 の 額
1,135,219,110円を全額減少
し、減少額全額をその他資本剰
余金に振り替えることといた
します。

　(3)利益準備金の額減少の要領
　 当 社 の 利 益 準 備 金 の 額
99,700,000円を全額減少し、減
少額全額を繰越利益剰余金に
振り替えることといたします。

　(4)剰余金の処分の要領
　会社法第452条の規定に基づ
き、上記の効力が生じた後のそ
の他資本剰余金3,435,947,220
円全額を繰越利益剰余金に振
り替え、欠損填補したいと存じ
ます。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第20期)　(自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日)平成20年11月27日関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成21年２月６日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成20年５月21日

株式会社ティエムシー

取締役会　御中

　

監査法人　ウィングパートナーズ 　

　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 赤　坂　　満　秋　　㊞

　 　 　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 森　下　　賢　二　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ティエムシーの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、下記事項を除き、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティエムシー及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

記

　

資金計画を含む経営計画の一部の実現性につき、合理的基礎が得られなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社グループは当中間連結会計期

間において営業損失132,811千円及び中間純利益233,141千円を計上した結果、当中間連結会計期間末におい

て、3,478,902千円の債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況を解

消するための対策等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており当

該重要な疑義の影響を反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。

２　前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成21年５月26日

株式会社ティエムシー

取締役会　御中

　

監査法人　ウィングパートナーズ 　

　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 赤　坂　　満　秋　　㊞

　 　 　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 森　下　　賢　二　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ティエムシーの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、下記事項を除き、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティエムシー及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

記

　

資金計画を含む経営計画の一部の実現性につき、合理的基礎が得られなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社グループは当中間連結会計期

間において営業損失92,265千円及び中間純利益2,775,983千円を計上した結果、当中間連結会計期間末におい

て、865,971千円の債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況を解消

するための対策等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており当該

重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成20年５月21日

株式会社ティエムシー

取締役会　御中

　

監査法人　ウィングパートナーズ 　

　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 赤　坂　　満　秋　　㊞

　 　 　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 森　下　　賢　二　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ティエムシーの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第20期事業年度の中

間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、下記事項を除き、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティエムシーの平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

記

　

資金計画を含む経営計画の一部の実現性につき、合理的基礎が得られなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当中間会計期間において営

業損失123,256千円及び中間純利益268,755千円を計上した結果、当中間会計期間末において、3,469,068千円

の債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況を解消するための対策

等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提に作成されており当該重要な疑義の影響を

反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。

２　前中間会計期間の中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成21年５月26日

株式会社ティエムシー

取締役会　御中

　

監査法人　ウィングパートナーズ 　

　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 赤　坂　　満　秋　　㊞

　 　 　

指定社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 森　下　　賢　二　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ティエムシーの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第21期事業年度の中

間会計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、下記事項を除き、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティエムシーの平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

記

　

資金計画を含む経営計画の一部の実現性につき、合理的基礎が得られなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当中間会計期間において営

業損失79,769千円及び中間純利益2,746,539千円を計上した結果、当中間会計期間末において、864,762千円の

債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況を解消するための対策等

は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提に作成されており当該重要な疑義の影響を中

間財務諸表に反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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